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資料５－２



【持続】総人口・高齢化率の推移

日本の総人口は2050年には約17％減少（2020年比、ピークの2008年比では約20%減少）
高齢化率は22.1%（2008年）から2050年には37%に上昇

出典：国土交通省 「第26回国土審議会 配布資料」（令和5年7月4日）
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001618218.pdf 2
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【持続】中山間地域の市町村における過疎の進行

日本の総人口は減少し、全市町村の約3割が人口半数未満へ

出典：国土交通省「国土の長期展望専門委員会（第８回）」配付資料（令和２年９月１日）
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001361256.pdf



【持続】出生数、出生率の推移

我が国の出生数、出生率は1947年をピークに減少傾向
人口減少から出生数は2050年には2023年に比べ15％減少（出生率は0.15ポイント上昇の見込み）

1948～1949年、1951～1954年はe-Stat（統計で見る日本） https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003411595
1947、1950、1955～2023年は令和6年版厚生労働白書資料編 1厚生労働全般（2023年は概数） https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/23-2/dl/01.pdf
2050年の出生数及び合計特殊出生率は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」における出生中位・死亡中位仮定による推計値。
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_gaiyou.pdf 4

出典：厚生労働省資料等を基に作成
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【持続】生産年齢人口の推移

生産年齢人口は7,509万人（2020年）から5,540万人（ 2050年）と約2,000万人減少

出典：国土交通省 「第26回国土審議会 配布資料」（令和5年7月4日）
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001618218.pdf
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【持続】主要国におけるＧＤＰの推移

日本のGDPは2050年には1.3倍（2000年比）に増加。ただし諸外国に比べて低い伸び

6
出典： 国土交通省 「第26回国土審議会 配布資料」（令和5年7月4日）
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001618218.pdf



【持続】産業区分別就業人口の予測

上下水道に関連する産業区分別就業人口は減少
（電気・水道・ガス17％減少、公務55％減少（2022年比2040年値））

出典：総務省 「令和５年地方公共団体定員管理調査結果のポイント」（令和5年4月1日現在）
https://www.soumu.go.jp/main_content/000937478.pdf

出典：独立行政法人労働政策研究・研修機構
「2023年度版労働力需給の推計 労働力需給モデルによるシミュレーション」のデータを基に作成

https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2024/284.html

■地方公共団体の職員数の推移（過年度の実績）

■産業別就業者数の予測（2040年まで）
①成長実現・労働参加進展シナリオ／②成長率ベースライン・労働参加漸進シナリオ
③一人当たりゼロ成長・労働参加現状シナリオ

（単位：万人）
実績

2022年 2025年 2030年 2035年 2040年
① 190 168 150 134 71%
② 189 169 152 137 72%
③ 188 168 150 135 72%
① 460 438 416 394 86%
② 458 436 413 389 85%
③ 450 418 386 356 79%
① 992 995 991 979 99%
② 988 982 960 924 94%
③ 971 922 858 791 81%
① 29 27 25 23 79%
② 30 28 27 25 83%
③ 30 31 30 28 93%
① 257 275 314 364 142%
② 260 292 318 340 131%
③ 275 296 300 296 108%
① 322 326 314 311 97%
② 322 327 317 314 98%
③ 321 323 312 308 96%
① 1,039 1,018 994 966 93%
② 1,036 1,016 993 966 93%
③ 1,025 997 968 938 92%
① 272 271 264 248 91%
② 272 260 242 223 82%
③ 263 238 215 196 75%
① 376 354 336 318 85%
② 375 354 335 317 85%
③ 369 341 318 297 80%
① 938 1,010 1,068 1,106 118%
② 935 991 1,032 1,058 113%
③ 912 950 973 985 108%
① 367 392 420 444 121%
② 367 386 404 418 114%
③ 360 370 377 382 106%
① 162 157 148 138 85%
② 162 156 147 137 85%
③ 159 151 140 130 82%
① 945 1,009 1,068 1,085 115%
② 945 1,004 1,030 998 106%
③ 945 977 933 865 92% ↘
① 396 359 304 241 61%
② 395 340 258 179 45%
③ 382 293 193 117 31%
① 6,745 6,799 6,812 6,751 100% →
② 6,734 6,741 6,628 6,425 95%
③ 6,650 6,475 6,153 5,824 88%

傾向
（備考）2040推計値

÷2022年実績値
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【持続】通信ネットワークの高速化・大容量化の進展

8
出典：総務省 「令和2年情報通信白書」
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/html/nd111210.html

我が国における移動通信システムの最大通信速度は、1980年からの30年で10万倍に向上



【持続】通信ネットワークの進展

出典：総務省 「Beyond 5G に向けた情報通信技術戦略の在り方」中間答申（令和4年6月）
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000352.html

移動通信システムは、第1世代（1G）から第5世代（5G）まで約10年周期で世代交代
2020年より5G商用サービスが開始され、サービスの普及が進展
Beyond 5G（6G）は、5Gの次の世代の情報通信インフラとして、2030年代のあらゆる産業・社会活動の基盤となり
持続可能で新たな価値が創造

9



【持続】国の財政状況

日本の公債残高は累増の一途をたどり、普通国債残高は、令和６年度末には1,105兆円に増加

■国の財政状況

出典：財務省 「財政に関する資料（普通国債残高の累増）」（令和6年度） https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/a02.htm に加筆 10

【4条公債】財政法4条1項で，
例外的に公共事業，出資金お
よび貸付金の財源として国会
の議決を経た金額の範囲内で
発行される公債(建設公債）

【特例公債】不況による税収の落込みのた
め，建設公債の発行限度を上回る公債を
発行せざるをえないときには，当該年度限
りの特例措置として財政法4条に対する特
例法を制定し，これに基づいて発行したも
の。

1,105兆円



【持続】地方公共団体の財政状況

地方公共団体の借入金残高は187兆円で、近年低減

■地方財政（借入金残高の推移）

出典：総務省 「令和6年版地方財政白書」 https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/hakusyo/index.html 11

■地方財政（借入金残高の推移）

地方債

特別会計
借入金残高

企業債

187兆円



【持続】社会保障関係費の予測

社会保障関係費は2018年（121兆円）と比較して2040年には約1.6倍（188.5～190.3兆円）に増大

■2040年における社会保障関係費の見通し

出典：財務省 「財政制度分科会資料 社会保障（参考資料）」（令和6年11月13日開催）
https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20241113/02.pdf

12



【持続】公共事業費の推移

わが国の公共事業費は、ピークの平成10年度と比較して約45%減少（令和5年度）
※当初予算と当初予算の合計で比較

平成14年度以降、国の当初予算は約6兆円で横ばい

■公共事業費の推移

出典：財務省「日本の財政関係資料」（令和６年４月）

https://www.mof.go.jp/policy/budget/fiscal_conditio
n/related_data/202404_00.pdf

■最近の公共事業関係費と
防災・減災、国土強靱化関連予算の状況

13



【持続】水道水源の認知度

水道水源の認知度が最大で約7％低下（令和2年比令和6年値）
若年層ほど低い認知度

■水道水の水源の認知度

出典：内閣府 「水循環に関する世論調査」 （令和6年10月）
https://survey.gov-online.go.jp/202410/hutai
/r06/r06-mizu/gairyaku_.pdf

←▲6.9％

14

具体的な河川や湖など
の名称まで知っている
（注１）

河川や湖などであること
は知っている 無回答

漠然としか知
らない（注３）

知らない

知っている（小計） 知らない（小計）



【強靱化】巨大地震のリスク

15

南海トラフ地震や首都直下地震の30年以内発生確率は70％
ほかにも、発生が見込まれる大規模地震も多数存在

■首都直下地震の30年以内発生確率

出典：内閣府 「防災情報のページ」
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/hokenkyousai/jishin.html

※発生予測確率は、地震調査研究推進本部による（平成29年１月時点）



【強靱化】巨大地震のリスク

16

南海トラフ巨大地震の30年以内発生確率は70～80％、40年以内では90％程度、50年以内では90％程度もしくはそれ以上

■南海トラフ巨大地震の発生確率

出典：地震調査研究推進本部 地震調査委員会資料 「長期評価による地震発生確率値の更新について」（令和6年1月15日）
https://www.static.jishin.go.jp/resource/evaluation/long_term_evaluation/updates/prob2024.pdf
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【強靱化】気候変動による災害リスク

降水強度１割増加
≒豪雨頻度３倍

①降水強度の増加による豪雨の高頻度化

地球温暖化が進行し、大気の温度が上昇することで、大気中に含まれ
る水蒸気量が増え、降水強度が増加。多くの文献等で降水量が１～３割
程度増加するという結果が示されている。全国各地で毎年のように甚大
な水害が発生すると考えられる。例えば「300年に１度」の頻度で発生す
る豪雨が、「100年に１度」の頻度で発生するようになると予測されている
研究事例もあり、これまでに比べて豪雨の高頻度化が予測されている。

➁ 「強い台風」の増加

台風については、いまだ、確定的な結果は得られていない。多くの研
究結果では、発生する「数」は減少するが、「強い台風」の数は増加する
と考えられている。

③海面水位の上昇による高潮被害の深刻化等

気候変動に伴い、一定程度の海面水位の上昇は免れない。これに加
え、強い台風の増加等による高潮の増大や波浪の強大化により、海岸
における高潮等による被害や海岸侵食等の影響の深刻化が懸念される。

④豪雪

影響は降雨にとどまらず、冬季の降雪にも変化が及ぶと考えられてい
る。気象庁気象研究所の報告によると、気温上昇により、全国的には降
雪量が減少するものの、一部地域では豪雪が高頻度化、また、短期間で
の降雪量が増加（いわゆる「ドカ雪」）することが予測されている。

（本図の見方）
青線で示す推計による100年に１度の降水量（77.7mm/日）に比べ、赤線の
推計では約１割降水強度が増加（84.1mm/日）することが読取れる（①）。
この１割増加した降水強度を20世紀中の推計に置き換えるとおよそ300年
に１度の豪雨に相当する（②）。すなわち、20世紀中では「300年に１度の豪
雨」が、21世紀には「100年に１度の豪雨」として発生することと同義である。
このことから、21世紀には20世紀と比べて豪雨の頻度が約３倍（高頻度化）
になることが予測される。

出典：OKI, T., 2015: Integrated Water Resources Management and
AdaptationtoClimate Change, in A.K. Biswas and C. Tortajada(eds.), Water
Security,ClimateChange and Sustainable Development, Water
ResourcesDevelopmentandManagement, DOI 10.1007/978-981-287-976-9_3

気候変動の進行により、自然災害が増加する可能性（ 20世紀と比較して21世紀には豪雨の頻度が約３倍）

出典：国土交通省 「国土審議会計画推進部会国土の長期展望専門委員会中間とりまとめ参考資料」（令和2年10月）
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001377610.pdf



【強靱化】災害リスク地域に居住する人口

18

災害リスクの高い地域に居住する人口は、2050年には全体の約7割

出典：国土交通省 「国土審議会計画推進部会国土の長期展望専門委員会最終とりまとめ参考資料」（2021年6月）
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001412278.pdf



【強靭化】老朽化するインフラ施設

建設後50年以上経過する施設の割合は2023年と比べ2040年には全てのインフラにおいて上昇

■建設後50年以上経過する社会資本の割合（2023年3月時点）

19
出典：国土交通省 「インフラメンテナンス情報（社会資本の現状と将来予測）」
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/_pdf/50year_percentage.pdf



【強靭化】サイバー攻撃件数の推移

2023年のサイバー攻撃件数は2015年比で約10倍に増加

出典：総務省 「令和6 年版 情報通信白書 第Ⅱ部 第10節 サイバーセキュリティの動向」
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r06/pdf/n21a0000.pdf

NICTER におけるサイバー攻撃関連の通信数の推移

20
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【水質・水循環】水質環境基準の達成状況

21

河川のBODについては、類型指定水域（2,577水域）における環境基準達成率は約93%（令和3年度）
湖沼のCODについては、類型指定水域（192水域）における環境基準達成率は約54％ と、海域（約79％）他の水域と比
較して依然として低い水準（令和3年度）

【環境基準達成率の推移（BOD又はCOD）】

普
及
率
（
％
）

出典：環境省 「令和3年度公共水域水質測定結果（令和5年1月）」をもとに国土交通省にて作成
下水道処理人口普及率については国土交通省調べ



【水質・水循環】降水量の変化

年間降水日数の減少により渇水リスクが増大
無降水日は21世紀末には全国平均で8.2日に増加

22
出典：気象庁資料 「地球温暖化予測情報第9巻 第 3 章降水の将来予測」 （2017年）
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/GWP/Vol9/pdf/03.pdf に凡例を追記

現
在

将
来

標準偏差
凡例

凡例

将来変化量±標準偏差

※将来気候：気象庁気象研究所が開発した水平解像度5kmの非静力学地域気候モデル（NHRCM05）による 2076～2095 年の計算結果
※現在気候：気象庁気象研究所が開発した水平解像度5kmの非静力学地域気候モデル（NHRCM05）による 1980～1999 年の計算結果



【持続等】プラネタリー・バウンダリー

2022年には種の絶滅の速度、窒素・リンの循環、気候変動、土地利用変化、新規化学物質で人間が地球システ
ムに変化を引き起こし、地球の限界を超え、高リスクな状況（2015年比）

23
出典：環境省 「令和5年版環境・循環型社会・生物多様性白書」 https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r05/



【水質・水循環】ネイチャーポジティブ

1970年から2020年で「生きている地球指数（LPI）」 は73%減少
2030年ネイチャーポジティブを実現

出典：WWFジャパンHP「生きている地球レポート2024 -自然は危機に瀕している-」
https://www.wwf.or.jp/activities/lib/5751.html

※「生きている地球指数（LPI）」は、野生生物の絶滅危機の増大や、健全な生態系の劣化の
可能性について、早期に警鐘を鳴らす指標となります。生態系は回復力を失うと、さらに攪乱
の影響を受けやすくなります。

24

出典：環境省資料「ネイチャーポジティブ経済への移行に向けた環境省の取り組み」（2024年3月）
https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/risk_network/pdf/2023/0315/s01-env.pdf

WWF の『生きている地球レポート（Living Planet Report: LPR）』は、地球の生物多様性の豊か
さと健全性に、どのような傾向がみられるのかをまとめた報告書です。今回で 15 回目となります
が、自然界の現状を科学的知見に基づいてまとめており、対象の野生生物種の個体群を分析し
た「生きている地球指数（Living Planet Index: LPI）」も含まれます。今回の報告書では、1970 年
から2020 年までのわずか 50 年の間に、LPI で 73％減少した深刻な現状が明らかになりました



【気候変動】世界の気温予測

2081～2100年の世界平均気温は1850～1900年と比べて、最大で5.7℃上昇
・GHG排出が非常に少ないシナリオ（SSP1-1.9）の下で1.0～1.8℃
・GHG排出が中程度のシナリオ（SSP2-4.5）において2.1～3.5℃
・GHG排出が非常に多いシナリオ（SSP5-8.5）の下で3.3～5.7℃

出典：環境省「IPCC 第6次評価報告書の概要 –第1作業部会（自然科学的根拠）-」（2023年8月） https://www.env.go.jp/content/000116424.pdf 25



【気候変動】世界の海面水位の予測

1995～2014年を基準とした2100年までの世界平均海面水位は最大で1.01m上昇
・SSP1-1.9の下で0.28～0.55m、SSP1-2.6の下で0.32～0.62m、

SSP2-4.5の下で0.44～0.76m、SSP5-8.5の下で0.63～1.01m

出典：環境省「IPCC 第6次評価報告書の概要 –第1作業部会（自然科学的根拠）-」（2023年8月） https://www.env.go.jp/content/000116424.pdf 26



【気候変動】カーボンニュートラル

2022年度の我が国の温室効果ガス排出・吸収量は約10億8,500万トン（CO2換算）となり、2021年度比2.3％減少
（▲約2,510万トン）、2013年度比22.9%減少（▲約3億2,210万トン）
2050年温室効果ガス排出実質ゼロ（カーボンニュートラル）

出典：経済産業省 資源エネルギー庁「エネルギー白書2024」
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/energyhakusho2024.html 27



【気候変動】降水量の変化

2076～2095年の日本では、1時間あたり50mm以上の降雨の発生回数が1980～1999年と比較して全国平均で2倍以上増加

（全国）
現状の

2倍以上
増加
↓

28
出典：
左図：気象庁 「大雨や猛暑日など（極端現象）のこれまでの変化」（統計期間 1976〜2023年） https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extreme/extreme_p.html
右図：気象庁 「地球温暖化予測情報第9巻 第 3 章降水の将来予測」 （2017年） https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/GWP/Vol9/pdf/03.pdf に凡例を追記

現
在

将
来

標準偏差
凡例

棒グラフ（緑）は各年の年間発生回数を示す（全国のアメダスによる観測値を1,300地点あたりに換算した値）。
折れ線（青）は5年移動平均値、直線（赤）は長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）を示す。

※将来気候：気象庁気象研究所が開発した水平解像度5kmの非静力学地域気候モデル（NHRCM05）による 2076～2095 年の計算結果
※現在気候：気象庁気象研究所が開発した水平解像度5kmの非静力学地域気候モデル（NHRCM05）による 1980～1999 年の計算結果



【気候変動】降雪頻度の変化

出典：環境省資料「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018」 https://www.env.go.jp/content/900449808.pdf
気象庁資料「日本の気候変動2020 —大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書—」 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/2020/pdf/cc2020_shousai.pdf 29

冬季（11～3 月）の総降雪量の変化10 年に一度の大雪（日降雪量）の変化

21世紀末の日本では、本州日本海側で積雪量が減少する一方、内陸部では大雪の頻度が増加
（日本における極端な降雪現象の将来変化については、研究事例がまだ少数であり、更にその中で対象とされているまれにしか発生しない極
端な降雪について観測データに基づく評価が難しいと考えられるため、将来予測の確信度は低い）



【社会経済活動】世界のエネルギー消費量

2050年の一次エネルギー消費量は1.15倍に増加（2022年比）
原油単価は、新興国などの需要増加や投機などの影響を受けやすいが、現在は高い単価で推移

■世界のエネルギー需給の展望（一次エネルギー消費）
■原油の輸入価格と輸入全体に占める割合

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 「令和5年度エネルギー白書」
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2024/pdf/2_1.pdf

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 「令和5年度エネルギー白書」
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2024/pdf/2_2.pdf

1.15倍
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【社会経済活動】資源可採年数

エネルギー供給可能量を現在の消費ペースを前提として、可採年数は石油が53.5年、天然ガスが48.8年

■世界のエネルギー資源可採年数

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 「エネルギー白書2024」 https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2024/pdf/2_2.pdf 31



【社会経済活動】エネルギー自給率

日本のエネルギー自給率は13.3％（2021年）と、主要先進国の中でも低い水準

■主要国の一次エネルギー自給率比較（2021年）

一次エネルギー：石油、天然ガス、石炭、原子力、太陽光、風力などのエネルギーのもともとの形態
エネルギー自給率：国民生活や経済活動に必要な一次エネルギーのうち、自国内で産出・確保できる比率

出典：経済産業省 資源エネルギー庁「日本のエネルギー2023年度版」
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/energyissue2023_1.html
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【社会経済活動】再生可能エネルギー

再生可能エネルギーの電源構成に占める割合は21.7%（2022年度）。2030年度には野心的目標として36～38%を設定

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 「今後の再生可能エネルギー政策について」（2024年5月29日）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/062_01_00.pdf
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【社会経済活動】食料需要量の予測

世界の食料需要量は2050年には約1.7倍に増加（2010年比）

出典：農林水産省 「世界の食料需給の動向」（令和３年３月）
https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/anpo/attach/pdf/adviserr3-5.pdf

■世界全体の品目別食料需要量の見通し
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【社会経済活動】食料自給率

日本の食料自給率はカロリーベースで38%（2023年度）であり、主要先進国では最低水準

■世界の食料自給率

出典：農林水産省 「世界の食料自給率（諸外国・地域の食料自給率等）」（令和5年度）
https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/013.html
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【社会経済活動】肥料価格の推移

世界的なリン資源需要が逼迫する中で、リンの全量を輸入に頼る我が国でリンの輸入コストが高騰

■肥料原料の輸入通関価格の推移

出典：農林水産省「肥料をめぐる情勢」（令和６年１月）
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/13742315/www.maff.go.jp/j/seisan/sien/sizai/s_hiryo/attach/pdf/index-109.pdf 36



【社会経済活動】世界人口の予測

世界人口は2023年に約80.6億人であるが、2050年には約96.4億人（2023年比で20％増）に増加

出典：United Nations, Department of Economic and Social Affairs, Population Division (2024). World Population Prospects 2024, Online Edition.
https://population.un.org/wpp/ のデータを基にグラフ作成
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【社会経済活動】世界の水需要

水需要は2000年から2050年の間に、主に製造業の工業用水（＋400%）、発電（＋140%）、生活用水（＋30%）が
増加し、全体で55%の増加
2050年には、深刻な水不足に見舞われる河川流域の人口は、39 億人（世界人口の40%以上）

出典：国土交通省 「水資源問題の原因（水需要と水ストレス）」 https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizsei/mizukokudo_mizsei_tk2_000021.html 38


